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取りまとめコメント 

事業名 ：消費者志向経営の推進 

【取りまとめコメント】 

まず施策そのものについて、消費者庁では消費行動の改善を目的に、消

費者向けにはエシカル消費の推進を、事業者向けでは消費者志向経営の推

進を両輪として取り組んでいるという意味で、本事業は非常に重要な位置

づけにあると考える。事業者による消費者志向経営の推進について、消費

者庁は一定の要件を定めてその遵守を事業者に求めるのではなく、事業者

自身が考える消費者志向経営の在り方を自主宣言という形で公表しても

らう方式により、自発性と多様性のある展開を企図しているものと考えら

れる。また、事業者に消費者志向経営を求めながらも、事業者と消費者と

の共創・協働ということをうたっている点も一つの特徴をなしている。 

  次に事業の現状について、本事業は平成 27 年度に開始されており、一

貫して取り組んできた消費者志向自主宣言事業者の数は、現在まで 500社

ほどに達している。当面は地方自治体、事業者団体、消費者団体などとの

連携を強化しながら、事業者への働きかけ、連絡会の開催、ガイドブック

の製作、シンポジウム・セミナーの開催、消費者志向経営の優良事例表彰

など、これまでの活動を地道に継続し、社会的な関心の広がりを醸成して

いくことが求められる。それと同時に、より効率的な推進のための方策、

また、新たなステップアップについても、鋭意検討を求めたい。 

  さらに、事業の目的については、消費者志向経営という場合、一般的に

は事業者が消費者にどう対応するかという方向性で捉えられるが、本事業

においては、「消費者は、企業の社会貢献やサステナビリティーの取組に

注目している」といった事業者に対する注意喚起、また、消費者志向経営

を通じて持続可能な社会に貢献するといった側面も強く打ち出されてい

る。実際の自主宣言においても、経営理念として社会貢献、SDGs等の視点

が強調される事例が多く見られる。各事業者が広範な目標を追求すること

に何ら問題はないが、消費者庁が求める本事業の効果という観点からは、

実際に提供される商品・サービス等における消費行動の改善に主眼を置く

べきものと思われる。 

  最後にアウトカムの設定に関して、消費者志向経営への理解・啓発を進

める中、本事業の短期的なアウトカムとしては、自主宣言事業者の数、連

絡会への参加が挙げられているが、消費者庁として重視する個別のアプロ



ーチでの実績、また、宣言を発出した事業者における高度化のフォローア

ップといった、より実質的な成果指標設定を考えるべきではないか。 

また、その先の中期的アウトカムとしては、各事業者の自主宣言とその

実践、そして高度化の努力、また、チェックシートの活用等を含めて、事

業者と消費者との共創・協働の成果として期待される消費行動の変化を的

確に捉える指標の検討を求めたい。 

 

 


